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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第71期

第２四半期連結
累計期間

第72期
第２四半期連結

累計期間
第71期

会計期間
自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成27年４月１日
至平成27年９月30日

自平成26年４月１日
至平成27年３月31日

売上高 （千円） 7,176,012 7,562,060 18,507,630

経常利益 （千円） 394,432 525,999 1,466,998

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（千円） 171,958 274,375 851,032

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 267,894 253,964 1,081,166

純資産額 （千円） 3,859,065 4,805,095 4,672,204

総資産額 （千円） 10,559,758 13,211,408 12,936,648

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 21.91 34.97 108.46

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 36.35 36.17 35.92

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △785,884 3,518,194 △1,368,247

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △321,392 5,898 5,047

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △258,360 △378,283 △249,864

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,987,390 4,885,771 1,739,961

 

回次
第71期

第２四半期連結
会計期間

第72期
第２四半期連結

会計期間

会計期間
自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

自平成27年７月１日
至平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 23.27 29.65

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

　なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）

等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、中国経済の減速の影響等が懸念されるものの、円安と株高基

調が継続する中で、企業業績や雇用環境も改善しており、緩やかな回復基調で推移いたしました。

当社グループと関係が深い建設業界、特に東北地方の被災地におきましては、建設需要の拡大に伴う資機材価格

や労務費の高止まりの影響等があるものの、社会インフラの改修整備を含めた震災復興需要等の公共投資に支えら

れ、また、企業収益が改善する中での民間設備投資に持ち直しの動きが見られるなど、総じて堅調な状況で推移い

たしました。

この結果、当第２四半期連結累計期間の受注高は、97億44百万円（前年同期比　10.1％減）、売上高は、75億62

百万円（前年同期比　5.4％増）、繰越高は、140億85百万円（前年同期比　19.1％増）となりました。利益につき

ましては、営業利益は、５億10百万円（前年同期比　35.4％増）、経常利益は、５億25百万円（前年同期比　

33.4％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は、２億74百万円（前年同期比　59.6％増）となりました。

なお、当社の売上高は通常の営業形態として、第４四半期に完成する工事の割合が大きいため、四半期の業績に

季節的変動があります。

 

セグメントの業績は次のとおりであります。

ア．建築事業

建築事業において、受注高は、59億45百万円（前年同期比　7.8％減）、売上高は、49億20百万円（前年同期

比　8.8％増）、繰越高は、99億27百万円（前年同期比　41.7％増）となりました。営業利益は、４億74百万円

（前年同期比　56.8％増）となりました。

イ．土木緑地事業

土木緑地事業において、受注高は、19億71百万円（前年同期比　29.7％減）、売上高は、16億36百万円（前年

同期比　13.7％増）、繰越高は、31億78百万円（前年同期比　11.5％減）となりました。営業利益は、１億62百

万円（前年同期比　23.1％増）となりました。

ウ．環境関連事業

環境関連事業において、受注高は、12億60百万円（前年同期比　32.2％増）、売上高は、４億37百万円（前年

同期比　24.5％減）、繰越高は、９億79百万円（前年同期比　20.1％減）となりました。営業利益は、６百万円

（前年同期比　88.2％減）となりました。

エ．不動産事業

不動産事業において、受注高及び売上高は、98百万円（前年同期比　27.5％減）となりました。営業利益は、

16百万円（前年同期比　63.4％減）となりました。

オ．その他事業

その他事業において、受注高及び売上高は、４億69百万円（前年同期比　5.6％減）となりました。営業利益

は、63百万円（前年同期比　39.1％増）となりました。
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(2)財政状態の分析

 資産、負債及び純資産の状況

　当第２四半期連結会計期間末の資産合計は、132億11百万円となり、前連結会計年度末に比べ２億74百万円増加

いたしました。主な要因は、受取手形・完成工事未収入金等33億59百万円、販売用不動産79百万円、その他流動

資産65百万円、土地45百万円等の減少に対し、現金預金31億50百万円、未成工事支出金６億59百万円等の増加に

よるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末の負債合計は、84億６百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億41百万円増加

いたしました。主な要因は、支払手形・工事未払金等８億16百万円、短期借入金２億20百万円、１年内返済予定

の長期借入金37百万円、未払法人税等２億72百万円、賞与引当金２億64百万円等の減少に対し、未成工事受入金

17億42百万円等の増加によるものであります。

　当第２四半期連結会計期間末の純資産合計は、48億５百万円となり、前連結会計年度末に比べ１億32百万円増

加いたしました。主な要因は、利益剰余金１億56百万円等の増加によるものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前第２四半期連

結累計期間に比べ28億98百万円増加し、48億85百万円（前年同四半期比　145.8％増）となりました。

 

当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、35億18百万円（前年同四半期　７億85百万円の使用）となりました。これは

主に、資金の減少要因である、賞与引当金の減少額２億64百万円、たな卸資産の増加額５億76百万円、仕入債務

の減少額８億46百万円、法人税等の支払額５億16百万円等に対し、資金の増加要因である、税金等調整前四半期

純利益５億25百万円、売上債権の減少額33億59百万円、未成工事受入金の増加額17億42百万円等があったことに

よるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果得られた資金は、５百万円（前年同四半期　３億21百万円の使用）となりました。これは主

に、資金の減少要因である、定期預金の預入による支出４百万円、有形固定資産の取得による支出30百万円、無

形固定資産の取得による支出６百万円等に対し、資金の増加要因である、有形固定資産の売却による収入46百万

円等があったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、３億78百万円（前年同四半期　２億58百万円の使用）となりました。これは

主に、資金の減少要因である、短期借入金純減少額２億20百万円、配当金の支払額１億17百万円等があったこと

によるものであります。

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

(6)経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

 当第２四半期連結累計期間において、経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通しについ

て重要な変更はありません。

 

(7)資本の財源及び資金の流動性についての分析

上記「(3)キャッシュ・フローの状況」に記載しております。

 

(8)経営者の問題認識と今後の方針について

　当第２四半期連結累計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種　類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 29,000,000

計 29,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数(株）

（平成27年９月30日）

提出日現在発行数
(株)

（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式       7,850,000    7,850,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ市場

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計       7,850,000    7,850,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 7,850,000 － 583,300 － 213,355
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（６）【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

常磐興産㈱ 福島県いわき市常磐藤原町蕨平50 1,000 12.74

㈱常陽銀行 茨城県水戸市南町２丁目５－５ 390 4.97

㈱東邦銀行 福島県福島市大町３番25号 390 4.97

㈱みずほ銀行 東京都千代田区大手町１丁目５－５ 390 4.97

常磐共同ガス㈱ 福島県いわき市常磐湯本町日渡74－７ 300 3.82

㈱秋田銀行 秋田県秋田市山王３丁目２－１ 250 3.18

佐藤一孝 群馬県伊勢崎市 225 2.87

常磐開発　従業員持株会 福島県いわき市常磐湯本町辰ノ口１番地 220 2.80

内藤征吾 東京都中央区 207 2.64

PERSHING-DIV.OF DLJ

SECS.CORP

ONE PERSHING PLAZA JERSEY

CITY NEW JERSEY U.S.A
205 2.61

計 － 3,577 45.57
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式　　　3,000 － 単元株式数 1,000株

完全議決権株式（その他）  普通株式　7,836,000 7,836 同上

単元未満株式  普通株式　　 11,000 － －

発行済株式総数 　　　　　　7,850,000 － －

総株主の議決権 － 7,836 －

　（注）　「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数３個が含まれております。

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

常磐開発株式会社

福島県いわき市常

磐湯本町辰ノ口１

番地

3,000 － 3,000 0.04

計 － 3,000 － 3,000 0.04

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金預金 1,743,761 4,894,371

受取手形・完成工事未収入金等 6,260,920 2,901,855

販売用不動産 287,841 208,696

未成工事支出金 170,403 829,959

繰延税金資産 223,180 214,530

その他 375,680 310,448

貸倒引当金 △7,423 △4,848

流動資産合計 9,054,364 9,355,012

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 1,195,231 1,197,118

機械、運搬具及び工具器具備品 692,943 713,867

土地 1,361,539 1,316,539

リース資産 45,149 33,993

減価償却累計額 △1,293,632 △1,284,107

建設仮勘定 1,282 10,500

有形固定資産合計 2,002,513 1,987,912

無形固定資産   

その他 12,754 16,841

無形固定資産合計 12,754 16,841

投資その他の資産   

投資有価証券 1,475,646 1,460,668

リース債権 143,734 140,158

退職給付に係る資産 83,158 87,373

繰延税金資産 14,344 16,453

その他 203,637 199,678

貸倒引当金 △53,506 △52,691

投資その他の資産合計 1,867,015 1,851,642

固定資産合計 3,882,283 3,856,396

資産合計 12,936,648 13,211,408
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 3,642,471 2,825,742

短期借入金 1,276,000 1,056,000

1年内返済予定の長期借入金 252,926 215,587

未払法人税等 486,706 213,713

未成工事受入金 1,020,894 2,763,349

賞与引当金 426,931 162,776

完成工事補償引当金 9,071 16,871

工事損失引当金 110,240 110,240

その他 560,297 561,203

流動負債合計 7,785,538 7,925,484

固定負債   

長期借入金 203,583 206,621

繰延税金負債 83,645 79,012

再評価に係る繰延税金負債 92,476 92,476

長期未払金 33,871 33,817

その他 65,329 68,900

固定負債合計 478,905 480,828

負債合計 8,264,444 8,406,312

純資産の部   

株主資本   

資本金 583,300 583,300

資本剰余金 731,204 731,204

利益剰余金 2,866,481 3,023,157

自己株式 △813 △1,001

株主資本合計 4,180,171 4,336,660

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 589,943 578,977

土地再評価差額金 △250,071 △250,071

退職給付に係る調整累計額 126,263 113,258

その他の包括利益累計額合計 466,135 442,164

非支配株主持分 25,896 26,270

純資産合計 4,672,204 4,805,095

負債純資産合計 12,936,648 13,211,408
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 ※１,※２ 7,176,012 ※１,※２ 7,562,060

売上原価 6,229,050 6,478,114

売上総利益 946,961 1,083,945

販売費及び一般管理費 ※３ 569,716 ※３ 573,303

営業利益 377,244 510,642

営業外収益   

受取利息 1,048 1,315

受取配当金 23,704 23,697

受取賃貸料 3,769 4,006

その他 6,409 9,629

営業外収益合計 34,931 38,649

営業外費用   

支払利息 14,249 13,219

支払保証料 3,253 8,776

その他 241 1,295

営業外費用合計 17,743 23,291

経常利益 394,432 525,999

特別利益   

固定資産売却益 － 0

投資有価証券売却益 705 －

特別利益合計 705 0

特別損失   

固定資産売却損 63 －

固定資産除却損 56 320

減損損失 1,688 －

特別損失合計 1,808 320

税金等調整前四半期純利益 393,328 525,679

法人税等 220,997 247,572

四半期純利益 172,331 278,106

非支配株主に帰属する四半期純利益 372 3,731

親会社株主に帰属する四半期純利益 171,958 274,375
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益 172,331 278,106

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 100,753 △11,136

退職給付に係る調整額 △5,189 △13,005

その他の包括利益合計 95,563 △24,141

四半期包括利益 267,894 253,964

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 267,151 250,404

非支配株主に係る四半期包括利益 742 3,560
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 393,328 525,679

減価償却費 37,393 40,808

減損損失 1,688 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,443 △3,389

賞与引当金の増減額（△は減少） △190,949 △264,154

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △3,470 7,800

工事損失引当金の増減額（△は減少） △255 －

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） － △4,215

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △28,234 －

受取利息及び受取配当金 △24,753 △25,013

支払利息 14,249 13,219

有形固定資産除却損 56 320

有形固定資産売却損益（△は益） 63 △0

投資有価証券売却損益（△は益） △705 －

売上債権の増減額（△は増加） 813,633 3,359,065

たな卸資産の増減額（△は増加） △455,308 △576,720

リース債権の増減額（△は増加） 3,105 3,332

未収入金の増減額（△は増加） △116,366 △50,257

その他の流動資産の増減額（△は増加） △2,948 111,938

仕入債務の増減額（△は減少） △708,707 △846,657

未成工事受入金の増減額（△は減少） 53,555 1,742,455

未払消費税等の増減額（△は減少） △32,521 △96,090

未払金の増減額（△は減少） △101,725 △74,067

未払費用の増減額（△は減少） △64,206 △37,378

前受金の増減額（△は減少） △574 △106

その他の流動負債の増減額（△は減少） 27,832 205,059

長期未払金の増減額（△は減少） － △54

その他 △357 △9,065

小計 △388,622 4,022,507

利息及び配当金の受取額 24,753 25,013

利息の支払額 △14,732 △13,159

法人税等の支払額 △407,282 △516,167

営業活動によるキャッシュ・フロー △785,884 3,518,194
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  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △307,700 △4,800

定期預金の払戻による収入 12,100 －

投資有価証券の取得による支出 △3,141 △2,532

投資有価証券の売却による収入 1,335 －

貸付金の回収による収入 42 42

有形固定資産の取得による支出 △29,590 △30,783

有形固定資産の売却による収入 9 46,266

無形固定資産の取得による支出 △296 △6,185

その他 5,849 3,890

投資活動によるキャッシュ・フロー △321,392 5,898

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △20,000 △220,000

長期借入れによる収入 － 120,000

長期借入金の返済による支出 △155,046 △154,301

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △2,675 △2,909

自己株式の取得による支出 △31 △188

配当金の支払額 △78,470 △117,698

非支配株主への配当金の支払額 △2,136 △3,186

財務活動によるキャッシュ・フロー △258,360 △378,283

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,365,637 3,145,809

現金及び現金同等物の期首残高 3,353,027 1,739,961

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１ 1,987,390 ※１ 4,885,771
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結

合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会

計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及

び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前

第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを

行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。
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（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

 

（四半期連結損益計算書関係）

 

※１　工事進行基準による完成工事高は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

工事進行基準による完成工事高 4,546,609千円 5,238,999千円

 

※２　前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間

（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

　当社グループの売上高は通常の営業形態として主に第４四半期に完成する工事の割合が大きいため、第

２四半期連結累計期間の売上高は相対的に少なくなる傾向にあります。

 

※３　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間

（自 平成26年４月１日
　　至 平成26年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日

　　至 平成27年９月30日）

従業員給料手当 200,320千円 206,693千円

賞与引当金繰入額 37,617 30,632

退職給付費用 3,901 4,401

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、

次　　のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年９月30日）

現金及び預金勘定 2,330,990千円 4,894,371千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △335,000 －

預入期間が３か月を超える定期積金 △8,600 △8,600

現金及び現金同等物 1,987,390 4,885,771
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日

定時株主総会
 普通株式 78,470 10 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日

定時株主総会
 普通株式 117,698 15 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金

 

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

該当事項はありません。

２．株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ．前第２四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建築事業

土木緑地
事業

環境関連
事業

不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
4,523,552 1,439,886 579,554 136,451 6,679,444 496,567 7,176,012

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

6,151 8,750 7,564 － 22,465 12,013 34,478

計 4,529,703 1,448,636 587,119 136,451 6,701,909 508,580 7,210,490

セグメント利益 302,903 132,334 57,602 44,427 537,266 45,455 582,722

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 537,266

「その他」の区分の利益 45,455

セグメント間取引消去 △5,116

全社費用（注） △200,361

四半期連結損益計算書の営業利益 377,244

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ．当第２四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

      （単位：千円）

 報告セグメント
その他
（注）

合計
 建築事業

土木緑地
事業

環境関連
事業

不動産事業 計

売上高        

外部顧客への

売上高
4,920,005 1,636,735 437,375 98,937 7,093,053 469,006 7,562,060

セグメント間
の内部売上高
又は振替高

6,530 7,004 7,041 － 20,575 18,728 39,304

計 4,926,536 1,643,739 444,416 98,937 7,113,629 487,735 7,601,364

セグメント利益 474,966 162,850 6,810 16,281 660,908 63,242 724,150

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、警備事業等を含んでおりま

す。

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）
 

利益 金額

報告セグメント計 660,908

「その他」の区分の利益 63,242

セグメント間取引消去 △4,170

全社費用（注） △209,337

四半期連結損益計算書の営業利益 510,642

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

　　１株当たり四半期純利益 21円91銭 34円97銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 171,958 274,375

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（千円）
171,958 274,375

普通株式の期中平均株式数（株） 7,847,026 7,846,457

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成２７年１１月１３日

常磐開発株式会社

取締役会　御中

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　信行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 佐藤　森夫　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている常磐開発株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平成

27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、常磐開発株式会社及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

常磐開発株式会社(E00267)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

